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生食用食肉（牛肉）における腸管出血性大腸菌及びサルモネラ属菌に係る食品健

康影響評価に関する審議結果（案）についての御意見・情報の募集結果について 
 

１． 実施期間 平成２３年８月５日～平成２３年８月１６日 

 

２． 提出方法 インターネット、ファックス、郵送 

 

３． 提出状況 １５通 

 

４． 御意見・情報の概要及びそれに対する微生物・ウイルス専門調査会の回答 

 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

１ 今回の評価は今年 4 月から 5 月にかけて発生し

た食肉生食による集団食中毒をふまえて緊急対策

的に実施されたものであり、提案された規格基準

案がその対象を食肉、なかでも牛肉、に絞ってい

るのは当然といえる。 

 ただ、腸管出血性大腸菌食中毒で過去に報告さ

れた原因食品として牛糞汚染を受ける可能性のあ

る野菜・果物類が多くあり、また、司法の場で最

終的には否定されたものの、1996 年の大阪府堺市

での食中毒も牛糞で汚染された輸入種子からの

「かいわれ大根」が原因であったことは確実と思

われる。さらに、今年 6 月から 7 月にかけてのド

イツを中心とする欧州で発生した 4,000 人の感染

者と犠牲者 50 名以上という腸管出血性大腸菌に

よる大規模な食中毒では、その原因はエジプト産

のフェヌグリーク種子からのフェヌグリークのス

プラウトと特定されている。 

 生肉の喫食が一部の愛好者に限定されているの

に比べ、もやしその他のスプラウト類は国民一般

が広く恒常的に口にするものであり、大きな事故

の未然防止のために、別途、速やかな対策が必要

なように愚考する。 

いただいた御意見は、リスク管理（食中

毒の原因食品対策）に関するものと考えら

れますので、担当のリスク管理機関である

厚生労働省にお伝えします。 
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 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

２ 科学的な見地からのみの判断では食肉の生食は

大変にリスクのある事であると感じた。 

 また、年齢によるリスクの違いなどがあり、衛

生管理の面からは生食を可能とする基準を商業ベ

ースで策定することは困難であると思った。 

 ただし、自分も含めて生食を今まで行っていた

者は少なくないと考える。これは、生食が今まで

一般市場に在り、且つ商売として成立していた事

実からも十分に推察出来る。 

食中毒の発生原因としての食肉の生食が危険性

が高い事は分かったが、他の食材でも発生の危険

性は少なからず有り、いきなりの食肉の生食禁止

は早計ではないかと考える。 

 そこで、 

(1)お店の衛生管理方法が適切であれば生食での

提供は可能とする。 

(2)当該店舗がその場所において営業年数が 3 年

以上で且つ食中毒を発生していない事 

(3)商品案内（メニュー・店内ポスター）にて食中

毒の危険性を告知する事 

(4)告知内容は年齢別の危険性や体調による危険

性を表現する事 

 などの対応を行った方が良いのではないかと考

える。 

国民の安全と食文化の共存というデリケートな

問題ではあるが、よい結論が出る事を願っている。 

 

 

いただいた御意見は、リスク管理（営業

条件や食品に関する表示等）に関するもの

と考えられますので、担当のリスク管理機

関である厚生労働省及び消費者庁にお伝え

します。 

３ 「生食用食肉等の安全性確保について」にかかる

成分規格の確認検査法について、 

（１）腸内細菌科菌群なるものの検査をしたこと

がない。食品衛生検査指針の中にも記載されてい

ない項目なので、分離培地にどのように発育する

かもわからないような状況であることから、正確

な検査ができるとは思えない。培地の準備(入手）

だけでも大変である。 

（２）月曜日に検査を開始して、最長で土曜日に

終了というような時間のかかる検査は、今の時代

になじまないと思う。（現在は、酵素基質を利用し

た良い培地や遺伝子検査で時間短縮が図られてい

る。） 

（３）培地のメーカー情報や同等品（例えば、ブ

ドウ糖寒天培地→TSI 寒天培地でも可とか）の提

示をしていただきたい。 

いただいた御意見は、リスク管理（原因

菌の検査）に関するものと考えられますの

で、担当のリスク管理機関である厚生労働

省にお伝えします。 
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 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

４ 放射線照射を選択肢に入れるべきである。 

牛肉に限らず､適用して利益の大きいものが多数

あり、安全性が立証されていることは､周知のこと

である。「立証されている」と言っても、100%では

ないことは論理学上の必然である。 

いただいた御意見は、リスク管理（食中

毒の原因食品対策）に関するものと考えら

れますので、担当のリスク管理機関である

厚生労働省にお伝えします。 

５ 私の地域は和泉市であり、15 年前の夏に 0157 食

中毒を体験した。いまだに隣和泉市でも生野菜、果

物は給食には出ないという実態である。私は仕事上

調理実習をするときは、食器はもちろん消毒を実施

し、対象者の方にも徹底した衛生管理をしている

が、そんな中今年生肉による中毒をみ、忘れた時分

にまた起こったと思う。やはり、子供、年配者は食

べないようにもっときつい規制がとも思う反面、厳

しすぎると又掻い潜って食べる人もあると思うの

で、もっときちんとした情報でもっての啓発が必要

と思う。 

今回の評価結果を踏まえ、関係省庁と連

携しながら、生食用牛肉に関する正確な情

報に基づくわかりやすいリスクコミュニケ

ーションに引き続き努めてまいります。 

６ ・成分規格の腸内細菌科菌群の検査はどの程度の頻

度で行うか 

・枝肉からの切り出し後は凍結してから、加熱処理

してもいいか 

・生食用を使用しなけれならない料理、製品は何処

が判断するのか 

・半加工品（ミンチ等）も生食用と表示できるのか

・使用する肉塊の形状に基準はないのか（骨付き、

折れた状態等） 

・賞味期限に制限は加えないのか 

いただいた御意見・コメントは、リスク

管理（食中毒の原因食品対策や食品に関す

る表示）に関するものと考えられますので、

担当のリスク管理機関である厚生労働省及

び消費者庁にお伝えします。 

７ 食品の安全に関して、一般の消費者の立場であ

る。23 年に起きた牛肉の生食による死亡事故は、

リスク評価のレベルからかけ離れた次元での、運用

のレベルで生じた様に思えた。それでもきちんと規

制をするために、基準もきちんと評価するというこ

とかと思う。審議結果は素人が読むには難しいもの

だったが、事業者に基準を説明する際は、生肉を加

工するのは一定の知識を有する者ということであ

るので、この基準の背景となっている今回の審議内

容などもきちんと学んでもらえたらと思う。また、

現在、食中毒に対する啓発活動が以前より活発に行

われているように思いますが、審議の中のデータな

どの難しい内容もかみくだいて、危険性が一般消費

者にうまく伝わるよう利用していただければと思

う。 

今回の評価結果を踏まえ、関係省庁と連

携しながら、生食用牛肉に関する正確な情

報に基づくわかりやすいリスクコミュニケ

ーションに引き続き努めてまいります。 
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 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

８ (1) いわゆる”Microbiological criteria”の

構成要素の一部が十分には検討されていないとい

う印象を受けました。加えて、PO や FSO の根拠と

なる直接的な基礎データが十分ではないという感

は否めない。 

(2) ブロック肉の 1 ロットあるいは 1 バッチの

概念を明確にし、サンプルの抜き取り方法を提示

しないと、理論通りの安全性が保証できないと考

える。 

 (3)ブロック肉からのサンプル採取方法は検査

結果に影響を与えると考えられるので、その具体

的な手法を示す必要があると考える。 

(4) 少なくとも、STEC に対する指標菌の第一選

択肢は、腸内細菌科菌群ではなくて、大腸菌

（generic E. coli）とするのが一般的ではないか

と考える。このような指標菌の有効性を検証する

ために、STEC あるいはサルモネラと指標菌（腸内

細菌科菌群、大腸菌）の存在率の相関性のような

データを、異なる複数のと畜場や加工施設から収

集・解析する必要があると考える。 

（1）及び(4)の御意見について：腸管出

血性大腸菌については、網羅的に検査でき、

かつ国際的にも妥当性が確認された検査法

がないこと、及び病原菌を直接検査する場

合、PO を満たすことを確認するための検体

数が膨大になることが考えられます。この

ため、糞便汚染に加え、サルモネラ属菌及

び腸管出血性大腸菌の汚染の指標としても

有用であり、国際的にも使用実績がある

Enterobacteriaceae が指標菌とされていま

す。 

今回の食品健康影響評価では、緊急性等

にかんがみ、限られたデータの範囲で、フ

ードチェーンの一部分を対象としたリスク

評価を極めて短時間で行わざるを得ず、入

手可能であった各種のデータに基づき検討

し、評価を行っております。「今後の課題」

にありますように、今後、さらに詳細な食

品健康影響評価を行う場合には、日本の市

販肉における腸管出血性大腸菌及びサルモ

ネラ属菌の汚染濃度のデータ、加熱条件等

の加工条件による定量的なリスク低減効果

に関するデータ、腸管出血性大腸菌及びサ

ルモネラ属菌の分離・検出法の開発等が必

要であると考えています。 

（2）及び（3）の御意見について：リス

ク管理（サンプルの採取方法）に関するご

意見と考えられますので、担当のリスク管

理機関である厚生労働省にお伝えします。 
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 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

９ 生肉をそのまま提供する「ユッケ」と、表面を高

温で加熱殺菌するタタキとでは、明確な区別をすべ

きだと考えているが、牛タタキはどのような扱いに

なるのか。 

 新たに作られる基準の中で、加工基準として、「１

センチ以上の深さを６０℃で２分間以上加熱する

方法又は同等以上の効力を有する方法による加熱

殺菌を行った後、速やかに１０℃以下下に冷却する

こと。」とあるが、この加熱とは、タタキにする加

熱工程をもって代用するとしても良いものか。 

 ちなみに、タタキの加熱工程は、直火で各面を２

分程度加熱するため、６０℃で２分加熱するより

も、殺菌効果ははるかに高いことは間違いないと考

える。 

牛タタキに関して、明確な基準をぜひとも設けて

頂きたく、ご検討お願いしたい。 

 

 

いただいた御意見は、リスク管理（食中

毒の原因食品対策）に関するものと考えら

れますので、担当のリスク管理機関である

厚生労働省にお伝えします。 

 

10 ・規格基準案については賛成である。 

・確実に実行されるためにはリスク管理機関におけ

る監視が必要である。しかし、厚生労働省の負担の

増大、一方での地方による食文化の違いを考慮する

と、生食用食肉（牛肉）の販売を一律に規制するの

ではなく、「大阪府ふぐ販売営業等の規制に関する

条例」のように、都道府県で条例を制定して対処し

てほしい。 

 具体的には、知事が指定したもの（例えば、都道

府県の食品衛生協会）が、一定期間の実技を含む公

講習と試験を実施した上で、「生食用食肉を取り扱

うことができる者」（仮称：生食用食肉取扱登録者）

を都道府県に登録させ、専任の「生食用食肉取扱者」

を設置して上で、生食用食肉の販売営業などを知事

が許可することが考えられる。生食用食肉取扱者に

は登録証を公布し、営業施設での提示を義務付け

る。また、登録証には有効期限（例えば 3年）を設

け。更新時にも講習を実施する。 

 

いただいた御意見は、リスク管理（食中

毒の原因食品対策）に関するものと考えら

れますので、担当のリスク管理機関である

厚生労働省にお伝えします。 
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 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

11 生食用食肉（牛肉）に係る食品健康影響評価に関

する審議は不十分であり、厚労省から追加の情報提

供を受け、追加審議すべきと考える。 

【理由１】食品健康影響評価(まとめ)2.「FSO の

1/10 を達成目標値(PO)とすることは、適正な衛生

管理の下では、相当の安全性を見込んだものと評価

した。」について「適正な衛生管理」の実態が不明

確である。と畜場から食肉加工場、飲食店等の施設

レベルや流通条件、ならびに予想される流通量など

の、安全管理を行う前提条件となる情報がありませ

ん。厚生労働省の規格基準を運用する上で「標準」

となる加工流通形態において、実際に想定される製

造・加工・流通条件における「適正な衛生管理」を

具体的に示すべきである。 

【理由２】食品健康影響評価(まとめ)4.について

「25検体(１検体当たり 25 g の場合)以上が陰性で

あれば、提案された PO が 97.7％(標準偏差(1.2 log 

cfu/g と仮定)の 2 倍の範囲)の確率で達成される

ことが 95％の信頼性で確認できると評価した。」

について、厚生労働省からサンプリングプランが示

されていない。 

フードチェーンのどの段階で、どの程度のロットサ

イズや頻度で検査を実施することを想定していた

のかなどを厚生労働省に追加情報として求めるべ

きである。 

【意見】なお、今回のパブリックコメントは、あく

まで食品安全委員会の行った評価案に対するもの

で、リスク管理機関である厚生労働省の施策につい

ての意見をあげる場ではありません。しかしなが

ら、厚生労働省では、従来から「生食用食肉等の安

全性の確保について」（平成 10 年 9 月 11 日付け生

衛発第 1358 号）により、生食用食肉の衛生基準を

示し、事業者における適切な衛生管理を都道府県等

を通じて指導していましたが、その効果は十分では

なく、生食用ではない食肉が生食用として飲食店で

供されておりました。 

 今後、新しい管理基準ができたとしても、適切に

行えないのであれば、本評価案は机上の空論である

と考えます。これまでのように生食用では無い食肉

を使ってユッケやレバ刺し等を提供する事業者が

いないとも限りません。特に、今回の厚生労働省案

に基づいて生食用食肉を出荷することは相当困難

であることが予想されます。そのことが、生食用で

はない食肉を用いた生食料理の提供を継続する動

機にもなりうると考えます。厚生労働省に対し、飲

食店等の管理を効果的に行うことについて強く求

めるよう付記することを求めます。 

 

【理由１】に記載された御意見について、

「適正な衛生管理の下」とは、提案された

加工基準、調理基準、保存基準が遵守され

た状態を想定しており、これについては評

価書（案）の３７～３８ページの「(２)提

案された FSO から導き出した PO(0.0014 

cfu/g)の評価」に記載している評価を行っ

たところです。 

【理由２】に記載された御意見について、

厚生労働省からサンプリングプランが示さ

れていないことに関しては、評価書（案）

の４３ページの「Ⅴ．食品健康影響評価（ま

とめ）」４．において「何らかの形で検体数

が示されなければ、成分規格を設定しても

リスク低減の程度の確認はできない。」との

評価結果も示しております。今回の評価結

果を踏まえ、担当のリスク管理機関である

厚生労働省が、サンプリングプラン等の必

要なリスク管理措置を検討するものと考え

ます。 

【意見】に記載された御意見については、

リスク管理（食中毒の原因食品対策）に関

するものと考えられますので、担当のリス

ク管理機関である厚生労働省にお伝えしま

す。 
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 御意見・情報の概要 微生物・ウイルス専門調査会の回答 

12 規格基準案の加工基準（加熱又は同等の措置）の

（７）にある同等以上の効力を有する方法による加

熱殺菌について、次の方法は同等以上となるのか 

・（６）の処理を行った肉塊を、速やかに、気密性

のある清潔で衛生的な容器包装に入れ、密封した

後４℃以下で保存し、包装済み肉塊を開封し、肉

塊の表面から１ｃｍ以上を衛生的（別添６の生食

用食肉の衛生基準の２生食用食肉の加工等基準

目標の（２）食肉処理場における加工の要件を満

たし方法）に取り除き、さく状（棒状に切り分け

たブロック状の肉）にしたものを、速やかに（お

よそ４℃以下３時間以内衛生的に保存）表面をこ

げる程度加熱（熱風やガスバーナー、加熱蒸気な

ど）し、速やかに１０℃以下に冷却する。 

いただいた御意見は、リスク管理（食中

毒の原因食品対策）に関するものと考えら

れますので、担当のリスク管理機関である

厚生労働省にお伝えします。 

13 厚生労働省から諮問された規格基準案について、

食品安全委員会が真摯な議論を行ったことに興味

深く拝見した。 

 8 月 12 日のリスクコミュニケーションでは、デ

ータが生肉一般になっているのではないか、今回の

食中毒の「ユッケ」に限定されていないため、数字

が大きく算出されているのではないかとの疑問は

解消しなかった。 

また、評価要請の背景には、平成 10 年の第 1358

号が充分に事業者への指導となっていなかったこ

とに加えて、富山県等の今回の食中毒事件は、特定

業者の順法を怠った結果であり、それをもってすべ

ての事業者への規制を強化するという考え方は適

切ではなく、むしろ現規制を守らない事業者の摘発

等、代替措置はあると考える。 

食品安全委員会は厚生労働省の案に対して、公正

中立及び科学的見地から審議をすることはもちろ

ん責務の範ちゅうですが、大枠の部分で改正そのも

のの妥当性についても発言すべきではないでしょ

うか。諮問側と食品安全委員会側とで、責任の押し

付け合いのような発言も見られて残念です。リスク

管理とリスク評価はのりしろ部分があるはずです。

責任の範ちゅうではないとするのはまさに縦割り

行政です。 

評価の対象に関する御意見について、今

回の食品健康影響評価においては、評価要

請に基づき、我が国で、ユッケ、牛刺し等

として食されている生食用食肉（牛肉）を

対象として、入手可能であった各種のデー

タに基づき検討を行っております。なお、

内臓肉は評価の対象としておりませんが、

生食用牛肉のうちいわゆる「ユッケ」のみ

を対象として検討したわけではありませ

ん。 

規制手法に関する御意見は、リスク管理

に関するものと考えられますので、担当の

リスク管理機関である厚生労働省にお伝え

します。 

なお、食品の安全性の確保に関する施策

の策定に当たっては、原則として、施策ご

とに食品健康影響評価を行うことになって

おります。リスク管理機関は、国民の食生

活の状況その他の事情を考慮するととも

に、食品健康影響評価が行われたときは、

その結果に基づき施策を策定することにな

っており、リスク評価機関とリスク管理機

関の役割分担は明確になっております。 
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14 「VI．今後の課題」への意見。 

（理由）食品安全委員会は、食品を原因にする感染

症の「公衆衛生上の予防と制御」の観点から、ヒト

の生命と健康を護る啓発・啓蒙と普及の課題にも、

強大に踏み込んで整然と言及していただきたい。こ

れは、食品安全委員会だけにしか出来ないと考え

る。 

（内容）本文ページの４３～４４の「VI．今後の課

題」に、更に下記内容の「付帯事項」を附していた

だきたい。 

 １、生食用食肉（牛肉）フードチェーンに、現在、

各都府県が行っている「ふぐ調理師免許」制度と同

質な「生食用食肉（牛肉）調理師免許」を設ける。

本調理師免許取得者のみが、生食用食肉（牛肉）フ

ードチェーンに従事する。 

 ２、生食用食肉（牛肉）フードチェーンの流通梱

包・包装専用箱等および小売・店頭販売品の包装パ

ッケージには、タバコ喫煙健康被害の疾病ビジュア

ル警告シールと同質内容の「生肉喫食健康被害の警

告シール」を貼付義務化する。ならび、レストラン・

食堂のメニュー表欄に生肉喫食健康被害内容を明

示義務化させて、消費者（購入者と喫食者）側とも

感染・疾病・障害そして死亡への警告内容に伴う社

会性・経済性問題の認識を共通にする。 

 ３、生食用食肉（牛肉）の消費者（購入者と喫食

者）に、生食用食肉（牛肉）購買喫食課税を行い、

その得られる税を全ての人々の生食用食肉（牛肉）

喫食健康リスクへの啓発普及活動費に専用に充当

し、知識向上にする。 

４、感染事件事故発生には、刑罰の重い業務上過

失致死傷罪・重過失致死傷罪を感染源生食用食肉

（牛肉）事業者と生食用食肉（牛肉）販売者や提供

者に適用する。 

５、ブーム（流行）食材においては、生食用食肉

（牛肉）の消費者（購入者と喫食者）側の喫食（接

触）感染自己責任性とその感染症拡大への責任所在

を明快に提議する。 

「今後の課題」は、今回の食品健康影響

評価を行った際に今後の課題とされたもの

を記載しております。いただいた御意見は、

基本的にリスク管理に関するものと考えら

れ、今後の課題に「附帯事項」として追加

する必要はないと考えます。 

いただいた御意見のうち、 

１、３、４及び５については、リスク管

理（食中毒の原因食品対策）に関するもの

と考えられますので、担当のリスク管理機

関である厚生労働省にお伝えします。 

２についても、リスク管理（食品に関す

る表示）に関するものと考えられますので、

担当のリスク管理機関である消費者庁にお

伝えします。 
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15 微生物・ウイルス評価書（案）３８ページ２５行

目から「、それのみで生食する部分の微生物汚染レ

ベルの低減を直接担保しているわけではなく、適切

に、微生物検査による検証を併せ行うべきである。」

とされている。ここでは、加熱殺菌の都度、加熱殺

菌後の肉塊の微生物検査を行わなければ PO が達成

できていることを確認出来ない、ということを言っ

ているのか。 

 一方、４２ページ２３行目から「、当該加工工程

システムによる食品衛生管理が適切に行われるこ

とについて、あらかじめ妥当性確認（validation）

がなされることが不可欠であることに留意する必

要がある。」とされている。 

生食用食肉を販売しようとする事業者が、加工基

準に沿った加熱殺菌温度・時間の手順を確立し、そ

の処理を経て得られた生食用食肉２５検体の微生

物検査で腸内細菌科菌群が陰性であることを確認

して、加工工程の妥当性確認をすれば、実際の加工

工程においては、自ら定めた方法により加熱殺菌が

確実に行われたことをモニタリングすることで、モ

ニタリングとしての２５検体の微生物検査を行わ

なくとも、ＰＯが達成されると考えることは出来な

いのだろうか。 

評価書（案）３８ページの「それのみで

生食する部分の微生物汚染レベルの低減を

直接担保しているわけではなく、適切に、

微生物検査による検証を併せ行うべきであ

る。」との記載については、具体的なリス

ク管理措置について言及しているものでは

ありません。評価書（案）４２ページに「加

熱の方法の決定を含む加工工程システムを

設定する際には、当該加工工程システムに

よる食品衛生管理が適切に行われることに

つ い て 、 あ ら か じ め 妥 当 性 確 認

(validation)がなされることが不可欠であ

ることに留意する必要がある。」との記載

があるように、加工工程システムを設定す

る際に妥当性確認が不可欠ということには

言及しておりますが、具体的なリスク管理

措置については、今後、担当のリスク管理

機関である厚生労働省において検討がなさ

れるものと考えます。いただいた御意見は

厚生労働省にお伝えします。 

 

 


